
実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

「新ふくいの元気な森・元気な林業戦略」（仮称）策定事業 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 600 0 0 600 ○ △ 600

福井県森林・林業行政審議機関 元気な産業 ○ S26 64 1 ○ 489 0 0 489 ○ ○ 0

緊急森林整備事業 元気な産業 ○ ○ H21 6 1 ○ 1,951,316 0 1,951,316 0 ○ ○ ○ ○ ○ △ 1,951,316

県産材利用推進対策事業 元気な産業 ○ H6 21 1 ○ 108 0 0 108 ○ ○ ○ 0

県産材を活用したふくいの住まい支援事業 元気な産業 ○ H19 8 1 ○ 124,203 0 0 124,203 ○ ○ ○ ○ 0

ふくいブランド材供給拡大事業 元気な産業 ○ H22 5 1 ○ 3,413 0 0 3,413 ○ ○ ○ ○ 0

国産材産業振興資金対策事業 元気な産業 ○ S54 36 1 ○ 82,500 0 82,500 0 ○ ○ 0

優良種苗確保対策事業 元気な産業 ○ ○ S14 76 3 ○ ○ 216 0 0 216 ○ ○ ○ ○ △ 5

地域森林育成支援事業 元気な産業 ○ H8 19 1 ○ 2,700 0 0 2,700 ○ ○ ○ 0

間伐材搬出拡大事業 元気な産業 ○ H24 3 1 ○ 65,680 0 0 65,680 ○ ○ ○ △ 29,300

コミュニティ林業支援事業 元気な産業 ○ ○ H22 5 1 ○ 21,177 0 0 21,177 ○ ○ ○ 0

林業・木材産業構造改革推進事業 元気な産業 ○ S39 51 1 ○ 306 0 0 306 ○ ○ 0

松くい虫被害総合対策事業 ○ ○ S59 31 3 ○ 67,482 13,399 0 54,083 ○ ○ ○ ○ ○ △ 7,816

森林国営保険事業 ○ S12 78 1 ○ 1,915 1,915 0 0 ○ ○ ○ △ 2,242

鳥獣害のない里づくり推進事業 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 9,000 9,000 0 0 ○ 0

県産材のあふれる街づくり事業 元気な産業 ○ H23 4 1 ○ 18,700 0 0 18,700 ○ ○ ○ 0

木質バイオマス地域循環促進事業 元気な産業 ○ H24 3 1 ○ 1,584 0 0 1,584 ○ ○ △ 1,584

県産材搬出機械化支援事業 元気な産業 ○ H23 4 1 ○ 3,750 0 0 3,750 ○ ○ ○ 0

「ふくいの木」あふれる住宅普及促進事業 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 4,797 0 0 4,797 ○ △ 3,861

森林組合等検査指導事業 ○ S46 44 1 ○ 360 0 0 360 ○ ○ 0

森林組合等経営基盤強化対策事業 ○ ○ H14 13 2 ○ 858 0 0 858 ○ ○ 0

森林整備担い手確保育成総合対策事業 ○ ○ H8 19 6 ○ 13,705 210 0 13,495 ○ ○ ○ ○ △ 2,190

林業資金利子補給 ○ S47 43 1 ○ 1,673 0 0 1,673 ○ ○ ○ △ 1,883

林業労働安全衛生定着促進事業 ○ ○ S51 39 3 ○ 989 300 0 689 ○ ○ ○ ○ ○ △ 17

「林・建」協働体制モデル事業 ○ H24 3 3 ○ 3,474 0 0 3,474 ○ ○ ○ △ 3,474

ふくいブランド材および福井材生産振興特別資金利子補給事業 元気な産業 ○ S47 43 1 ○ 140 0 0 140 ○ 0

13 19 1 40 24 3 2,381,135 24,824 2,033,816 322,495 5 3 7 6 4 0 0 1 8 2 3 4 3 1 0 1 0 14 0 8 0 0 0 4 0 △ 2,004,288

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表
（単位：千円）県産材活用課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
26年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　期間満了に伴う事業完了となるが、検討会の意見を反映し、平成２７年３月に策定された「ふく
いの森林・林業基本計画」に基づき、施策を推進していく。

見　直　し　額 △ 600 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　県内外の森林・林業・木材産業等の各界を代表する方からの高度な見識に基づき、本県森林・林
業のあり方について、十分な検討がなされた。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

一　般　財　源 600

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

成果

　・現状および課題の分析
　・検討委員会の設置、検討（3回）
　・関係団体等との意見交換会の開催
　・県民意向調査（アンケート）の実施（県政マーケティング調査を活用）
　・新戦略の作成、印刷

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 600

600

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産

法定受託事務

部（庁） 県産材活用 林政推進

「新ふくいの元気な森・元気な林業戦略」（仮称）策定事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

新しい方向をひらく農林水産業

元気な産業 県　単 補 助 金

その他 そ の 他

[事業目的]

　将来を見据えた森林づくりと林業・木材産業の再生を図るため、「新ふくいの元気な森・元気な林業戦略」（仮称）を策定する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け

2

［事業内容］

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

事業効果 指標

活動 検討委員会開催数

成果を設定することが困難なため

区　　　　　　分 平成26年度予算額

600

国　　　　　庫

の推移

指標

－1－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S26 年度 □

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 ■

22年度 23年度 24年度 25年度

494 489 489 489

247 242 242 242

174 131 145 178

2 2 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

26年度

国　庫

県　単

実行予算

そ の 他

（単位：千円）

福井県森林・林業行政審議機関 含まれる事業数

新しい方向をひらく農林水産業

［事業内容］

事      業      名

林政推進

元気な産業

その他

補 助 金

[事業目的]

〕　　　＝　　　〔

結果分類
489

489

1

平均伸び率

成果を設定することが困難なため

△ 12.5%

25.0%

2.9%

経過年数

□

Ⅳ

□

　本県の民有林における森林整備の方針や推進目標を定めるにあたり、知事からの諮問を受け、答申を行う機関を設置する。
　また、森林の保全や林業・木材産業・山村等の振興を図る上で重要な課題への取り組み等を県内関係各界からの委員により総合的な審議・提言を受け、森林･林業行政の円滑な推進を目的とする。

１　森林法第６８条に規定する森林審議会の開催
２　森林保全、林業振興、木材振興、山村振興の各部会の開催
　　　森林保全･･･林地開発や保安林、松くい虫に関すること
　　　林業振興･･･林業後継者や林業種苗、振興資金に関すること
　　　木材振興･･･振興資金や流通対策、県産材利用推進に関すること
　　　山村振興･･･林道整備や特用林産、緑化樹木の振興に関すること

[予算額および指標の推移等]

千円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□

休　　止

□

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

指標

法定受託事務

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

部

特　記　事　項

事務区分
事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

終期の見直し

□

見　直　し　額

縮　　減□

■

の推移

△ 0.3%

継　　続

目標値、指標の積算根拠等

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果 指標

拡　　充

評価に基

づく今後

の 対 応

□

そ の 他

完　　了

整理統合 廃　　止 □

成果

審議会、各部会開催数

　県内の森林・林業・木材産業等の各界を代表する方からの高度な見識に基づく審議、意見が得られた。

　今後とも、政策立案上の審議の場として活用し、森林・林業行政の円滑な推進を図っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 489

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

489

区　　　　　　分

－2－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 6 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

824,038 807,707 631,434 889,188

755,914 807,183 287,376 878,686

530,989 807,183 263,905 609,897

1,042 1,387 52 52

4 3 7 8

5,205 5,011 4,040 4,120

44000 47,210 71,981 75,261

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　国庫支出金を原資とする福井県緊急森林整備基金を財源として、「山ぎわ」および「公的分収林」における森林整備の推進ならびに木材加工施設等の整備、間伐材の流通円滑化による間伐材利用の推進
を図る。

１　木質バイオマス発電事業化支援事業　木質バイオマスを利用した発電施設等の整備を支援　　　　　　　　  　７　高性能林業機械安全対策事業　高性能林業機械の運転業務従事者に対する特別教育
２　山ぎわ集落間伐促進事業　　　　　　　作業道整備、境界測量等を一体的に推進　　　　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の受講費および運転席の防護柵等の整備
３　公的分収林緊急整備事業　　　　　　　県有林等の作業道の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８　協議会運営
４　県産材利用導入促進事業　　　　　　　間伐材を活用した新規用途への導入促進
５　間伐材加工施設整備事業　　　　　　　間伐材利用のための林業機械や加工施設等の整備
６　木造公共施設整備促進事業　　　　　　公共施設の木造・木質化を支援

[予算額および指標の推移等]

26年度

1,987,000

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

緊急森林整備事業

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅳ

△ 21.0%

特　記　事　項

Ｈ21補正予算計上事業
決算額は翌年度に繰り越した金額を含まない

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

■

□□

千　円見　直　し　額 △ 1,951,316

休　　止

整理統合

完　　了

間伐材利用量（㎥）

計 画 の 達 成 状 況

指標

40.9%

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

△ 7.0%

21.4%

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

間伐材利用促進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

35.6%

65.9%

38.6%

1,951,316

活動

事業効果

の推移

間伐材加工施設整備箇所

県全体間伐面積（ha）成果

除間伐実施量（ha）

指標

既存事業に追加して事業を実施することにより、さらなる森林整備の推進、間伐材の利用推進が図られ
た。

基金の廃止に伴い事業完了となるが、今後とも山ぎわの路網整備や間伐材加工施設の整備、木質バイオ
マス施設の整備等を推進する。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

1,951,316

平成23年度末に基金の積み増し(2,004,000千円)を実施
平成24年度末に基金の積み増し（272,146千円）を実施
平成25年度末に復興予算分（1,129,121千円）を返還
平成25年度末に基金の積み増し（1,987,000千円）を実施

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

1,951,316

区　　　　　　分

－3－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 21 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

1,502 525 525 105

927 525 525 105

927 525 525 105

0 0 0 0

30.3 32.1 34.2 35.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

108

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 108

・安心と満足の福井材ふれあい事業の廃止（H18）
・ふくいの森とつながる家づくり推進事業を廃止（H20）し、そのうち県産材住宅供給に係る事
業を本事業に吸収
・優良材まつりへの支援廃止（H21)
・日本木材情報センターへの負担金廃止（H22)
・県産材利用推進に対する補助事業の廃止（H23）
・H25からは県内素材生産業者、製材業者等の動向調査については、県で実施

生産技術講習会開催数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移 県産材使用率（％）

継　　続 □

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

県産材住宅推進

（単位：千円）

△ 35.5%

△ 41.1%

△ 41.1%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用課

事　業
開　始
年　度

県産材利用推進対策事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

5.7%成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　積極的なＰＲ活動により、県産材需要拡大に寄与している。

　県産材の需要拡大を図るために、県産材の生産・供給に関する情報収集等の継続が必要であり、引き続
き、収集・分析・提供を行う。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅱ

Ⅰ

0.0%

千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

0

26年度

108

108

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　積極的なＰＲ活動等きめ細やかな施策により、県産材の需要拡大を図る。

１　県産材利用情報ネットワーク整備事業(H6～）
　　　①県産材利用情報収集分析

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

82,250 102,550 82,280 84,740

82,250 102,550 81,830 104,140

52,952 90,827 69,756 98,860

182 226 217 207

129 187 109 217

30.3 32.1 34.2 35.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

124,203

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 124,203

H22～　住宅への県産材活用の更なる推進のため、土木部所管の新築補助に
　　　　関する予算を一括計上し、土木部との連携強化を図り事業実施
H25は24年度申請・25年度完了は省エネ含み、25年度申請・完了は省エネ含まず
H26～は、地域技術産業振興課と連携し、当事業に越前瓦を使用した場合に
　　　　上乗せし、事業を実施

県産材リフォーム助成住宅数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移

新築住宅への助成件数

県産材使用率（％）

継　　続 □

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

県産材住宅推進

（単位：千円）

0.3%

12.8%

30.0%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

県産材を活用したふくいの住まい支援事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

H21　事業名変更（従来は「ゆとりと安心の住まい支援事業」）

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

34.1%

5.7%成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　県産材住宅コーディネーターなどを中心に県産材が構造材や内装材等として利用され、新築・リフォーム
における住宅用部材としての理解が図られた。

　引き続き、住宅分野における県産材の需要喚起を図るとともに、県内での県産材の安定的な流通を促
し、県内建築士・工務店における利用を推進する。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

5.2%

千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

26年度

79,050

124,203

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　県産材を活用した優良な住宅の普及を促進するため、県産材を活用した新築およびリフォーム部材の費用の一部を助成するとともに、一定の要件を満たす木造住宅の取得に対し補助を行う。

１　県産材住宅の広報
　　　　広報等を通じ、県産材の良さを普及
２　県産材を活用したリフォームへの支援
　　　　県産材リフォーム部材の費用の一部を助成することにより、県産材の需要を開拓するとともに豊かな住環境を整備　　　補助金額：５～１５万円／件
３　県産材を活用した新築住宅への支援
　　　　県産材を４０％以上使用した在来工法による住宅の取得に対し補助　　　補助金額：敷地面積２００㎡以上：３０万円／戸、敷地面積２００㎡未満：２０万円／戸
　

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H28 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

1,022 3,753 10,917 10,823

1,022 3,753 10,917 10,823

690 3,697 4,597 8,643

1 0 1 0

0 1,949 2,343 3,620

30 32.1 34.2 35.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

3,413

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,413

ブランド材生産協議会の設立

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移 ふくいブランド材生産量（㎡）

継　　続 □

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

県産材住宅推進

（単位：千円）

97.2%

97.2%

182.7%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

ふくいブランド材供給拡大事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

22年度設立：福井県産材供給センター（福井県木材市売協同組合）　福井市稲津町
24年度設立：福井県産材供給センター嶺南支部（若狭木材流通センター）　若狭町成
願寺

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

県産材使用率（％）

計 画 の 達 成 状 況

指標

37.4%

5.7%

成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

ふくいブランド材の生産組織の設立(ふくい県産材供給センター)により、ふくいブランド材の安定的な供給
が行われている。

県内の川上から川下までの各団体からなる福井県地域住宅産業振興連絡会が発足し、県産材の利用を
通して大手ハウスメーカーとの差別化を図ることとしている。
ふくいブランド材についてもこの取り組みに参画し、県内各工務店とのつながりを強化し、さらなる利用拡大
を図る。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅱ

Ⅰ

0.0%

千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

0

Ⅰ

26年度

3,413

3,413

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　県内で生産される主伐材等を住宅用の部材として利用拡大するため、県産スギ材の良さを発揮する天然乾燥により生産される部材を「ふくいブランド材」と位置づけ、その安定供給体制の確立を目指す。

１　ブランド材供給体制整備
　（１）ブランド材の供給対策支援
           運搬経費のへの助成（250㎥分　2,700円/㎥）
　　　　　 強度明示経費への助成（450㎥分　750円/㎥）
　　　　　 木材トレーサビリティ製品支援（518㎥分）

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S54 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 36 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

206,185 206,185 127,925 82,775

205,576 205,500 127,500 82,500

205,576 205,500 127,500 82,500

39,750 39,700 9,650 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　木材の生産および流通の合理化を促進し、木材供給の円滑化を図るため、木材の生産または流通を担う事業者に対し、その事業の合理化を推進するために必要な資金を低利で融資する制度により、木材関連産業の健全な発展に資す
る。

　国が農林漁業信用基金を通じて県に資金を貸し付け、県は当該貸付金と合わせこれと同額の資金を金融機関に預託し、金融機関は原資の一部とし、当該預託金の２～４倍の資金を低利で融通する。

[予算額および指標の推移等]

26年度

82,775

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

国産材産業振興資金対策事業

〕　　　＝　　　〔

0 Ⅳ△ 58.6%

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

□

□□

千　円見　直　し　額

休　　止

整理統合

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

成果を設定することが困難なため

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

県産材住宅推進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 18.3%

△ 18.3%

△ 24.4%

82,500

活動

事業効果

の推移 成果

貸付実績（千円）

指標

　貸付実績は減少傾向にあるが、県内の木材事業者に対して、本資金による低利貸付が行われることで、
県産材の利用増加につながっている。

　木材需要の低迷等木材産業を取り巻く情勢が厳しい中、県産材の供給力向上、流通の円滑化を図るた
めに必要な資金であり、今後とも継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

82,500

（貸付枠）
Ｈ12　700百万円→650百万円　　　Ｈ13　650百万円→590百万円
Ｈ17　590百万円→545百万円　　　Ｈ18　545百万円→530百万円
Ｈ19　530百万円→518百万円       Ｈ20　518百万円→478百万円
Ｈ21　478百万円→421百万円       Ｈ22　421百万円→411百万円
H23　411百万円→280百万円　　　 H24～　280百万円→220百万円

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

82,500

区　　　　　　分
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 □ ■ S14 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 76 年 ■

22年度 23年度 24年度 25年度

500 216 216 216

500 216 216 216

462 216 216 216

65 64 63 63

4 3 2 2

213 189 123 121

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

216

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 216

H22終了　 林木次代検定林事業(234千円)

採種源指定箇所数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移

苗畑調査面積（ha）

山行苗木供給量（千本）

継　　続 □

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

間伐材利用促進

（単位：千円）

△ 14.2%

△ 14.2%

△ 17.7%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

優良種苗確保対策事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 27.1%

△ 15.9%成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　品質系統が明らかな優良苗木を確保するため、苗木の規格、品質についての検査を行い、優良苗木の
安定供給が図られている。

　優良苗木の安定供給を図るため、引き続き生産苗木の検査を実施する。

□

■拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅲ

Ⅳ

Ⅳ

△ 0.8%

△ 5 千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

63

1

26年度

216

216

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　優良な系統の種子を確保するとともに、苗木の供給体制、検査体制を確立し、優良な森林の形成を図る。

１　採取源整備事業
　　　普通母樹林の指定・調査
２　種苗表示証明制度運営事業
　　　法に基づく表示証明の適正な実施のための県運営協議会等の開催
３　林業用苗木検査事業
　　　山林種苗協同組合が自主的に実施する検査への助成

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H8 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

6,000 3,000 2,700 2,700

4,620 3,000 2,700 2,700

4,620 2,875 2,700 2,700

32 38 36 26

5,205 5,011 4,040 4,120

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

2,700

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,700

～H13　 　16,400千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H22　 　6,000千円
H14～H15　8,400千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　  H23　　 3,000千円
H16～H17　7,200千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　  H24～　2,700千円
H18～H19　4,200千円
H20～H21　7,200千円（高齢級間伐の追加）

除間伐実施量（ha）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移 県全体間伐面積（ha）

継　　続 □

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

県有林管理

（単位：千円）

△ 15.0%

△ 11.3%

△ 14.6%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

地域森林育成支援事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 7.0%成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　小規模な森林の整備に対する支援により、適切な森林整備に寄与している。

　事業実績に基づいた枝打ち面積等の見直しを行い、今後も国庫補助事業に該当しない小規模な森林の
整備に対する支援を実施していく。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅲ

Ⅳ

△ 4.8%

千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

26年度

2,700

2,700

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　造林補助事業で採択不可能な小規模の保育事業を実施することで、流域一体となった森林整備を図り、健全で活力のある森林整備を推進する。

　スギ、ヒノキの人工林の保育事業（造林補助事業で実施できない小規模人工造林地の保育）
　　（１）採択要件　　事業規模は１施行地0.1ha～
　　（２）事業内容　　①除間伐（Ⅲ～ⅩⅡ齢級）、②枝打ち（Ⅲ～ⅩⅡ齢級）

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

65,600 70,700

65,600 70,700

65,600 70,700

30 40

71,981 75,261

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　間伐対象林において、間伐未実施林を含めた積極的な搬出間伐を行うにあたり、間伐材の搬出に対する必要経費の支援を通じ間伐材の搬出拡大を図る。

　1.間伐材搬出の支援
　　間伐材搬出において採算性が合わないB.C材に対して必要経費を支援
　2.中間土場整備の支援
　　間伐搬出量が前年度より増加した事業実施者を対象に、その増加量に応じた中間土場の整備経費を支援。

[予算額および指標の推移等]

26年度

76,900

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

間伐材搬出拡大事業

〕　　　＝　　　〔

55 Ⅰ

Ⅱ

35.4%

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

□

□□

千　円見　直　し　額 △ 29,300

休　　止

整理統合

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

4.6%

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

県産材住宅推進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

■拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

8.3%

0.3%

7.8%

65,680

活動

事業効果

の推移 間伐材利用量（m3）成果

コミュニティ林業(延べ数)

指標

間伐材の搬出において、採算が合いにくいB,C材に対して必要な経費を支援により、間伐材利用量が増加
する見込みである。

B,C材の間伐材搬出計画を見直し、27年度以降も継続して支援を行うことにより、様々な県産材の需要に
対し、間伐材を供給していくとともに、間伐による健全な森林の育成を行っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 65,680

H24のB,C材：51,000㎥（間伐材全体）×7割≒36,000㎥
H25のB,C材：55,000㎥（間伐材全体）×7割≒39,000㎥
H26のB,C材：60,000㎥（間伐材全体）×7割≒42,000㎥

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

65,680

区　　　　　　分
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H31 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

14,500 17,675 14,500 14,177

8,700 22,059 13,815 14,177

4,076 22,059 13,815 14,177

10 10 10 10

600 8,096 21,976 18,632

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 26 年度整備水準〔　　 年度　〔 110% 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

元気な産業 県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 間伐材利用促進

コミュニティ林業支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

　集落を単位とした組織化を図ることにより、集落の所有者が協力しながら、計画的、効率的な木材生産を行い、山ぎわの景観保全など総合的に森林整備を進める。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け 新しい方向をひらく農林水産業

［事業内容］

１　組織づくりへの支援
　　　地域木材生産組合の設立、木材生産計画の策定（森林の簡易な評価、所有者の意向把握、経費の精算方法の取り決め、川下との出荷協定など）、
　　　合意形成活動（木材生産計画策定に向けた合意形成等）への支援
２　基盤づくりへの支援
　　　施設整備（伐出した木材をストック、選別するための林内土場の設置等）への支援
　　　森林整備（景観の向上や獣害対策のために行う人工林の下枝払い等）への支援
　　　作業道管理（既設作業道の管理等）への支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅰ

14,177 0.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 21,177 42.0%

決 算 額 の 推 移 135.5%

活動 地域木材生産組合の設立 15 12.5%

の推移 成果 木材生産量（㎥） 468.5% Ⅰ

事業効果 指標

指標

計 画 の 達 成 状 況 山への意欲をひき出す「コミュニティ林業」 55  〕　／　整備目標 26 50 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 21,177

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 21,177

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
集落が一体となった地域木材生産組合が設立され、今後、計画的・効率的な木材生産をはじめとする森林
整備が期待できる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

県内における計画的・効率的な森林整備・木材生産が可能となるよう、引き続き、県内各地における地域
木材生産組合の設立を目指す。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S39 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

306 306 306 306

306 306 306 306

306 306 306 306

2 2 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

306

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 306

協議会、研修会開催数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移

継　　続 □

成果を設定することが困難なため

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

県産材住宅推進

（単位：千円）

0.0%

0.0%

0.0%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

林業・木材産業構造改革推進事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

林業・木材産業構造改善事業（準公共）の円滑かつ的確な推進を図るための会議費、
指導事務費である。

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　研修会、協議会の開催および指導により、全体計画を円滑に進めている。

　林業・木材産業構造改革事業を円滑かつ有効に推進していくため、継続していく。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅱ0.0%

千　円

□

□

完　　了

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

2

26年度

306

306

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業・木材産業構造改善事業の円滑かつ適正な推進を図る。

１　普及促進事業
　　　研修会、協議会の開催
２　経営管理指導事業
　　　現地指導、経営管理専任指導員研修会への出席
３　経営確立指導事業
　　　次年度に事業実施を希望する地域に対し、効率的な利用・運営が図られるよう指導する。

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 ■ ■ S59 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 31 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

104,019 90,600 85,235 82,613

77,980 78,226 76,621 80,590

77,550 78,210 76,187 79,316

767 766 695 640

1,656 1,413 1,341 1,069

8,478 5,429 5,590 7,625

2,688 1,892 341 378

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　松くい虫等の森林被害を防ぐため、さまざまな防除・駆除手法を総合的かつ計画的に実施することで、被害の蔓延を防ぎ、森林資源の保全を図る。

１　松くい虫総合対策事業
　　　①予防事業（空中散布、地上散布、樹幹注入等）
　　　②駆除事業（伐倒駆除等）の実施
　　　③安全確認調査、普及啓発活動、発生予察等
２　松くい虫特別対策事業
　　　総合対策の対象外地域における景観上保全すべき自然公園区域における松くい虫対策
３　ナラ類の集団枯損被害対策事業
　　　ナラ類の集団枯損被害に対する予防、駆除事業

[予算額および指標の推移等]

26年度

73,564

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

その他

松くい虫被害総合対策事業

〕　　　＝　　　〔

645

1,085

Ⅰ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅲ

△ 4.1%

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

□

□□

千　円見　直　し　額 △ 7,816

休　　止

整理統合

完　　了

松くい虫総合対策および特別対策により実施した駆除事業の実施材積

ナラ類被害材積（m3）

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 9.6%

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

294

□

1.1%

△ 30.7%

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

間伐材利用促進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

松くい虫総合対策および特別対策により実施した予防事業の実施面積

■拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 8.2%

△ 3.2%

0.8%

67,482

活動

事業効果

の推移

松くい被害駆除材積（m3）

マツ被害材積（m3）成果

松くい被害予防面積（ha）

指標

　予防事業および駆除事業を総合的に実施することで、被害拡大の抑制が図られている。

　実施区域の見直しにより、事業規模が小さくなっているが、今後も、より効果の高い予防手法および駆除
手法の導入を図りながら、森林被害の減少を図る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 54,083

24年度より機構改革により県産材活用課から森づくり課へ予算持ち替え
26年度より機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

67,482

13,399

区　　　　　　分
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ S12 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 78 年 ■

22年度 23年度 24年度 25年度

3,477 3,288 2,965 2,992

2,427 2,488 2,909 2,820

2,427 2,488 2,909 2,820

696 612 677 668

9.9 9.7 9.2 9.2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

1,915

1,915

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

24年度より機構改革により県産材活用課から森づくり課へ予算持ち替え
26年度より機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

保険加入面積（ha）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移 保険加入率（％）

継　　続 □

保険加入率＝契約面積／民有林人工林面積

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

間伐材利用促進

（単位：千円）

△ 6.9%

△ 3.9%

5.5%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

森林国営保険事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 2.9%成果 8.8

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

　森林国営保険の加入により森林経営の安定が図られている。

　近年においても雪害等の気象害による折損被害が発生していることから、引き続き森林国営保険への加
入を推進する。また、27年度より業務内容の一部を他機関（森林総合研究所）へ移管することにより、業務
の縮減を図る。

□

■拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅲ

Ⅲ

△ 0.9%

△ 2,242 千　円

□

□

完　　了

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

26年度

2,592

1,915

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　森林国営保険の加入を促進し、森林被害における林家の損害を補填し、被害森林の復旧意欲の向上と森林経営の安定化および森林資源の保全を図る。

　森林国営保険委託事業
　　　森林国営保険の事務（国からの受託）

[予算額および指標の推移等]
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ □ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　森林組合がシカ捕獲に積極的に携われるよう捕獲活動にかかる費用等に支援することで、土砂災害の未然防止を図る。

　森林組合によるシカ捕獲活動への支援
  ・狩猟研修にかかる費用
　・捕獲活動にかかる労務費
　・わな購入費　　　　　　　　　　等

[予算額および指標の推移等]

26年度

9,000

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

鳥獣害のない里づくり推進事業

〕　　　＝　　　〔

7

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

□

□□

千　円見　直　し　額

休　　止

整理統合

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

27

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

間伐材利用促進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

9,000

活動

事業効果

の推移 狩猟免許の取得（人）成果

実施組合数

指標

　立木に対するネット巻き等の森林被害予防および捕獲による駆除を総合的に実施することで、森林被害
拡大の抑制が図られている。

　より効果の高い予防手法および駆除手法の導入を図りながら、森林被害の減少を図る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

9,000

9,000

区　　　　　　分
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H28 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

8,000 8,000 6,600

8,000 8,000 6,600

5,796 4,541 4,716

27 19 20

54 51 38

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

元気な産業 県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 県産材住宅推進

県産材のあふれる街づくり事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

　多くの県民が利用する商業施設や児童施設などの民間公共施設に対し、県産材を使用した内装等の木質化への補助を行う。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け 新しい方向をひらく農林水産業

［事業内容］

１　県産材を使用した店舗等の内外装の木質化に対する支援
　　　外壁、床等「見える場所」での県産材を利用したリフォームに対して費用の一部を助成する。
　　　補助金額：５～３０万円／件

　　　施設の内装（壁、床等）に木質化にかかる費用に対して助成する。
　　　補助金額：事業費の１／２（上限：床２００万円、壁３０万円）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅲ

18,700 55.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 18,700 55.3%

決 算 額 の 推 移 △ 8.9%

活動 県産材を使用した店舗等のリフォーム数 24 △ 1.5%

の推移 成果 店舗等に使用される県産材(原木使用量m3) 45 △ 4.2% Ⅲ

事業効果 指標

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 18,700 H26よりリフォームの補助額上限25万円→30万円
H26より民間の児童施設の内装木質化にも支援開始

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 18,700

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　商業施設や店舗等の見える部分に県産材を使用することにより、県産材の良さと活用の意義を県民に広
くＰＲし、需要拡大を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も、商業施設、店舗等における県産材利用を推進し、需要拡大を図るとともに、来年度からは幼稚園
等の机や椅子に対して支援を開始する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

531 941

531 941

529 927

2 6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　再生可能な森林資源の利用拡大による低炭素社会の実現と山林地域の産業創出を図るため山林地域において間伐材等の未利用な林地残材を搬出する自伐林家や
　ボランティア等を新たに育成し、生産および供給された木質燃料を薪として利用システムの構築に対して支援する。

　１．育成した団体に対する支援（４団体）
　　　　林地残材収集搬出にかかる機械購入支援（補助率１／２）

[予算額および指標の推移等]

26年度

1,584

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

国　庫

県　単

その他

木質バイオマス地域循環促進事業

〕　　　＝　　　〔

6 Ⅰ100.0%

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

そ の 他廃　　止

■

□□

千　円見　直　し　額 △ 1,584

休　　止

整理統合

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

成果を設定することが困難なため

□所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

事      業      名

県産材住宅推進

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

72.8%

72.8%

75.2%

1,584

活動

事業効果

の推移 成果

林地残材を搬出する団体数（延べ数）

指標

　団体に薪割り機、チェンソー等の機械導入支援を行ったところ、各団体は山に入り原木の搬出、薪生産に
取組んでいる。

　事業期間の完了となるが、今後も、薪生産団体が薪生産活動を行うことで、周辺に取組が拡大し、地域
内での木質バイオマスの循環利用を図っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,584

平成25年度から名称変更（「木質バイオマス地域循環実証事業」→「木質バイオマ
ス地域循環促進事業」）

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

1,584

区　　　　　　分
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

3,750 3,750 3,750

3,750 3,750 3,750

2,647 3,750 3,750

10 9 9

47,210 71,981 75,261

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　高性能林業機械のレンタル経費に対し継続的な支援を行うことにより、県産材の需要に対し、間伐材等を
供給していくとともに、森林所有者への還元増を図っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　高性能林業機械のレンタル経費に対する支援を行うことにより、搬出コストの低減が図られ、間伐材の搬
出量が増加する見込みである。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,750

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,750

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 間伐材利用量(m3) 28.5% Ⅰ

事業効果 指標

活動 高性能林業機械のレンタル台数 9 △ 3.3% Ⅲ

3,750 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,750 0.0%

決 算 額 の 推 移 20.8%

［事業内容］

１　高性能林業機械のレンタル経費への支援(1業者3箇月以内)

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　低コスト林業に取り組む素材生産者が高性能林業機械を利用する際のレンタル経費を助成し、間伐材等の利用を促進する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け 新しい方向をひらく農林水産業

県産材搬出機械化支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 県産材住宅推進

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

元気な産業 県　単 補 助 金
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H28 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　実績に伴い、補助件数を見直すことになるが、来年度以降も、構造見学会等を通じて、県産材使用率をアップ
させ県産材の利用拡大を図っていく。

見　直　し　額 △ 3,861 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　研修対象者である県産材住宅コーディネーターが、県産スギ使用率が60％以上の住宅の構造見学会等
に参加し、横架材に県産スギが使用出来ることが理解された。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,797

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,797

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 県産材使用率（％）

事業効果 指標 完成内覧会（回数）

活動 構造見学会（回数）

7,920

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,797

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

　県産材コーディネーターがふくいブランド材等の県産材を60％以上使用した新築住宅を設計した場合、構造見学会や完成内覧会に要する経費を支援
　　60％～70％：構造見学会への支援
　　70％以上　：構造見学会、完成内覧会への支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　県産材の利用拡大を図るために、構造見学会等を開催することで広く県産材の普及を図る。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け 新しい方向をひらく農林水産業

「ふくいの木」あふれる住宅普及促進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 県産材住宅推進

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

元気な産業 県　単 補 助 金
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■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ □ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

360 360 360 360

360 360 360 360

360 360 360 360

12 11 11 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成26年度予算額

360

区　　　　　　分

活動

事業効果

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 360

24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

指導監査森林組合数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

の推移

継　　続 □

成果を設定することが困難なため

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

間伐材利用促進

（単位：千円）

0.0%

0.0%

0.0%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

事 業
区 分

農林水産 県産材活用

事　業
開　始
年　度

森林組合等検査指導事業

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

特　記　事　項

森林組合に対する検査実施により、各組合の適正な運営が図られている。
森林組合の広域合併による組合数(検査対象)の減少

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

計 画 の 達 成 状 況

指標

成果

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

毎年実施している指導監査等により、健全な森林組合等の育成に寄与している。

森林組合の経営基盤は依然として脆弱であり、組合等の育成強化を図るため、今後とも積極的に県森連
による指導監査等の活動を強化していく。

■

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅲ△ 2.1%

千　円

□

□

完　　了

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

11

26年度

360

360

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

地域林業の中核的担い手である森林組合等の育成強化を図るため、県による常例検査の実施、生産森林組合の指導を実施するとととに、県森連の系統監査指導活動にかかる支援を行う。

１　県森連育成補助金
　　　森林組合等に対する監査指導強化のための経費の助成を行う。

[予算額および指標の推移等]

－20－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

1,329 2,336 1,610 364

329 2,336 1,610 364

293 2,336 1,603 290

12 16 9 13

11 11 11 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 間伐材利用促進

森林組合等経営基盤強化対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

森林組合系統組織全体について、組織の合理化、事業運営の効率化を進めるとともに、森林組合等が地域の森林施業、経営を適切に実施できるよう森林管理体制の整備を推進する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け

［事業内容］

１　森林管理体制等整備事業
　　　①入会林野整備指導事務費　②系統体制検討事業
２　広域組合等育成支援事業
　　　①森林管理情報整備事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅱ

858 25.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 858 159.3%

決 算 額 の 推 移 194.7%

活動 合併協議会等開催数 10 2.7%

の推移 成果 合併後森林組合数 11 0.0% Ⅱ

事業効果 指標

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 858 24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 858

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　合併協議会等で意見の調整を行い、平成22年度に合併が実施された。他ブロックにおいても協議が図ら
れ、平成27年度に向けてさらに合併推進を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後とも地域林業の振興と適切な森林管理を図るため、森林組合の経営基盤強化に向けた支援を実施
していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

6 ■ ■ H8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

34,020 21,599 18,211 20,826

19,927 15,525 15,369 17,558

18,018 14,650 13,577 16,529

6 5 6 15

70 65 63 89

424 415 393 365

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 間伐材利用促進

森林整備担い手確保育成総合対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

 林業労働力の確保育成を図るため、森林整備の中核をなす林業事業体の経営基盤強化と林業労働者の雇用環境の改善を柱に林業労働力政策を総合的に推進する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け

［事業内容］

１　森林整備支援センター推進事業                             ５　社会保険制度加入促進事業（委託）
　　　林業事業体指導の補助                          　　　　　　　 林業事業体に対し、社会保険制度の加入促進
２　ふくいの森林を支える担い手育成・定着事業 　　　　　　　　６　林業労働退職金共済費補助
　　　新規就労者を育成するための研修経費の助成等        　　　　   林業退職金共済制度掛け金への支援
３　認定事業体へのジャンプアップ支援事業
　　　効率的な生産システム確立に必要なソフト経費を補助
４　林業従事者確保育成基金事業
　　　林業従事者の福祉の向上に関する事業相当額の補助

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅰ

14,677 △ 16.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 13,705 △ 7.7%

決 算 額 の 推 移 △ 1.4%

活動 施業士養成数 13 35.0%

の推移 成果 施業士定着数 86 6.9% Ⅰ

事業効果 指標

指標 林業労働者数（森林組合） 341 △ 5.3% Ⅳ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 13,705 15年度～　林業従事者確保育成基金への運営費助成を廃止
23年度～　ふくいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業（人材育成
　　　　　　　事業・現場技能者の定着促進事業）を創設
24年度　　機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え
25年度　　認定事業体へのジャンプアップ支援事業を創設

17年度～　新規就業者募集・定着促進事業（委託募集）の休止
21年度末　森林施業士資格取得・育成研修事業の廃止

財源内訳

国　　　　　庫 210

その他特定財源

一　般　財　源 13,495

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　これまで、若年の新規就業者の技術習得ならびに雇用環境改善を支援し、林業労働者の若返りと確実な
定着が図られてきた。近年の景気不況により新規雇用の確保は依然として厳しい状況であり、今後も引き
続き事業体の雇用状況を把握しながら、林業に必要な知識・技能を持った現場技能者の確保・育成を図
る。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も認定事業体数を増やし、事業体の経営基盤強化を図っていく。また、認定事業体は国の「『緑の雇
用』現場技能者育成対策事業」を、非認定事業体は「ふくいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業」
を活用して人材育成を図る。なお、「定着促進事業」は、期間満了に伴い事業完了となる。 見　直　し　額 △ 2,190 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S47 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

6,978 4,805 4,186 3,705

4,578 3,341 3,225 2,587

3,265 2,843 1,926 1,338

265,753 232,247 157,644 110,088

48.3 61.1 42.8 36.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 間伐材利用促進

林業資金利子補給 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

 林業者、森林組合等の林業生産の高度化を図り、経営合理化を推進するために必要な林業近代化資金の貸付を実施する県森連に対し、利子補給を行う。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け

［事業内容］

林業近代化資金
　　①保育資金（雪害対策、枝打ち、間伐）
　　②林産物生産資金（林産物生産の運転資金）
　　③林産物施設資金（林産物生産、流通等に必要な施設造成）
　　④森林組合経営安定化緊急促進資金（森林組合の経営の安定強化のための運転資金）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅳ

3,356 △ 16.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,673 △ 21.4%

決 算 額 の 推 移 △ 25.2%

活動 貸付実績(千円) 105,342 △ 19.8%

の推移 成果 貸付率(％) 350.0 212.5% 貸付率＝貸付実績／貸付枠 Ⅰ

事業効果 指標

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,673 （貸付枠の変更）
15年度　1,271百万円→　741百万円
（資金メニューの見直し）
15年度　資金メニューの統合
24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,673

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　平成２５年度にくらべ貸付実績額は減少しているが、実情に応じた貸付枠の設定により貸付率は増加して
おり、林業者の資金需要に応じた資金制度として、林業者および林業事業体の円滑な事業推進に寄与し
ている。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　林業の生産活動は他の一次産業と比較した場合に長期間を要し、林業者は経営資金の確保に苦慮して
いる。小規模林業者の資金借入手段としても、また森林組合の経営強化に必要な資金繰りの円滑化を図
るためにも本資金は有効であり、今後とも資金需要を見極めながら、継続していく。 見　直　し　額 △ 1,883 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 ■ ■ S51 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

1,062 1,062 1,062 1,062

1,062 1,062 989 989

1,062 1,062 916 869

40 36 41 18

380 346 324 289

52 52 42 32

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金

所　　属 農林水産

法定受託事務

部 県産材活用 間伐材利用促進

林業労働安全衛生定着促進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

事務区分

[事業目的]

　林業労働災害の発生率は全産業の中でも第一位ときわめて高く憂慮すべき状態である。
このため、林業作業に関する労働安全衛生推進体制整備、安全衛生指導、特殊検診を実施していくことで、林業労働災害の防止を図りたい。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

福井新々元気宣言に
おける位置付け

［事業内容］

　１　労働安全衛生定着促進事業
　　　　蜂等被害予防と手当ての普及啓発
　２　労働安全衛生定着促進活道事業補助金
　　　　①安全衛生指導員による巡回指導
　　　　②安全衛生指導員に対する研修
　３　振動障害検診費補助金
　　　　第一次検診

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅳ

989 △ 1.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 989 △ 1.7%

決 算 額 の 推 移 △ 6.3%

特殊検診受診者数 307 △ 5.0%

活動 巡回指導活動箇所数 16 △ 15.8%

Ⅰ

の推移 成果 林業労働災害件数 30 △ 12.3% Ⅰ

事業効果 指標

指標 要2次検診者数 0 0.0% Ⅱ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 989 24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫 300

その他特定財源

一　般　財　源 689

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　県内の労働災害発生件数が前年に比べ増加したが、林業労働災害発生についてはパトロールや研修を
行うことにより、対前年比94％にとどめることができた。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　林業労働災害の発生率は他産業と比較すると依然として高水準であり、憂慮すべき状況にあるため、今
後とも継続して労働安全衛生指導を強化していく。

見　直　し　額 △ 17 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 □ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H26 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

1,537 4,344

1,537 4,344

1,537 4,344

12 16

50 31

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　期間満了に伴う事業完了となるが、今後も、森林整備と建設業との連携を推進し、森林整備実施
体制の強化を図っていく。

見　直　し　額 △ 3,474 千　円

間伐材利用促進

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　「林業」と「建設業」の協働体制の強化を図るための意見交換会や現地研修の開催により、協働
する体制が整った。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

一　般　財　源 3,474

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,474

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標

の推移 成果 研修を受講した建設業者社員数 14 △ 46.4%

24年度：20日、25年度：40日、26年度8日 Ⅳ

事業効果 指標

81.3%

決 算 額 の 推 移 182.6%

活動 森林整備技術研修の開催日数 6 △ 14.6%

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,474 81.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,474

法定受託事務

[事業目的]

　建設業からの林業への新規参入を促進するため、研修会等の実施により、林業に参入しやすい環境づくりをするとともに、林と建が協働できるきっかけづくりを推進する。

［事業内容］

１　建設業新規参入支援事業
　　　建設業の新規参入促進のための研修会や意見交換会の開催
２　森林整備技術習得トレーニング事業
　　　建設業を対象とした路網作設・間伐等森林整備技術研修
３　森林整備実践事業
　　　建設業者による路網作設・間伐等森林整備事業の実践

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「林・建」協働体制モデル事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部 県産材活用
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S47 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　木材需要の低迷等木材産業を取り巻く情勢が厳しい中、県産材の供給力向上、流通の円滑化を図
るために必要な資金であり、今後とも継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　ふくいブランド材等への支援により、消費者が安心して使用できる県産材の安定的な供給や需要
拡大を図る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 140

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 140 平成19年度～25年度事業休止

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 貸付率(％) 0 貸付率＝貸付実績／貸付枠

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 貸付実績(千円) 0

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 140

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 140

法定受託事務

[事業目的]

　品質を確保したふくいブランド材および福井材の生産拡大を推進するため、ふくいブランド材および福井材生産振興特別資金の貸付を県木協連に対して、利子補給を行う。

［事業内容］

　ふくいブランド材および福井材生産振興特別資金
　　（素材の購入、引取、加工等への活用）利子補給率　年1.0％

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふくいブランド材および福井材生産振興特別資金利子補給事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

新しい方向をひらく農林水産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 県産材活用 県産材住宅推進
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実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

林業・木材産業改善資金貸付金 ○ S51 39 1 ○ 101,871 0 101,871 0 ○ ○ ○ ○ ○ △ 37,496

林業改善資金貸付運営費 ○ S51 39 1 ○ 848 0 848 0 ○ ○ ○ ○ △ 211

林業就業促進資金貸付金 ○ H9 18 1 ○ 13,214 0 13,214 0 ○ ○ ○ 0

3 1 0 2 3 3 0 115,933 0 115,933 0 1 1 1 0 1 0 1 0 0 3 0 0 0 1 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 △ 37,707

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 林業改善資金貸付金特別会計

課・室名 県産材活用課 （単位：千円）

事務区分

平成
26年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応



□
■ （ 林業改善資金貸付金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S51 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 39 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

76,546 87,454 109,928 121,162

78,997 97,473 115,998 121,242

0 0 11,000 30,000

0 0 11,000 30,000

79,357 60,900 53,445 67,281

0 0 1 1

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 県産材活用 間伐材利用促進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 林業・木材産業改善資金貸付金 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　林業従事者および木材産業事業者に対し、林業・木材産業改善資金を貸付けることによって、林業経営・木材産業の改善、林業労働力に係る労働災害の防止、林業従事者の確保を図ることを目的とす
る。

［事業内容］

　林業・木材産業改善資金の貸付を行う
　１　貸付対象　　森林所有者、林業労働従事者、森林組合、森林組合連合会等
　　　　　　　　　木材製造業者、木材卸売業者、木材市場業者等
　２　資金使途　　①新たな林業部門、木材産業部門の経営の開始
　　　　　　　　　②林産物の新たな生産方式、販売方式の導入
　　　　　　　　　③林業労働に係る安全衛生施設の導入、林業労働力に従事する者の福利厚生施設の導入
　３　貸付条件　　無利子　１０年以内償還（据置３年以内）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 101,781 8.5％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 101,871 7.7％

決 算 額 の 推 移 172.7％

活動 貸付実績（千円） 47,000 114.7％ Ⅰ

事業効果 指標 貸付残高（千円） 103,742 11.1％ Ⅰ

の推移 成果 導入施設実績 1 0.0％ Ⅱ

指標 貸倒実績 0 0.0％ Ⅱ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 101,871 Ｈ15～貸付対象に木材産業分野を追加
　　　　貸付方式に民間金融機関からの転貸方式も追加
　　　　資金メニューを廃止し、幅広い取組みに対する貸付を実施
H23～貸付方式を転貸方式に統一
24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 101,871

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　林業従事者等の経営改善、労働災害の防止、林業従事者の確保を図るための施設導入に必要な資
金の供給を実施することで、事業者の自主努力を助長し、事業目的の達成につながっている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　過去の実績に伴い、貸付枠が縮減されているが、林業従事者等が林業経営・木材産業経営の改善、林業労働に係る労働災
害の防止、林業労働に従事する者の確保を図るために必要な制度であり、今後とも利用促進を図り、継続していく。
貸付方式を転貸方式に統一し、借受者の財務状況等の十分な審査ならびに経営の健全性を保つことによって、資金の適切な
債権管理が図られている。 見　直　し　額 △ 37,496 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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□
■ （ 林業改善資金貸付金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ S51 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 39 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

505 606 724 765

260 241 319 601

102 146 319 127

12,918 18,457 18,455 16,164

12,918 18,457 18,455 16,164

100% 100% 100% 100%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 県産材活用 間伐材利用促進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 林業改善資金貸付運営費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　林業・木材産業改善資金貸付金の取扱事務費

［事業内容］

　１　県森連　　　　　資金貸付にかかる債権についての保全および回収に関する事務の委託
　２　民間金融機関　　県から資金の供給を受けて転貸を行う場合の取扱手数料支払い

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 636 7.1％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 848 38.6％

決 算 額 の 推 移 33.8％

活動 貸付金償還予定額 10,539 △ 1.1％ Ⅲ

事業効果 指標 貸付金償還実績 10,539 △ 1.1％ Ⅲ

の推移 成果 回収率 100% 0.0％ Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 848 24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 848

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　林業・木材産業改善資金貸付金の円滑な貸付および償還手続きが図られている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後とも、林業・木材産業改善資金貸付金の円滑な貸付および償還のため、本事業を実施してい
く。また、過去の一部の償還業務終了に伴う事務委託分の完了等に伴い事業の縮減を図る。

見　直　し　額 △ 211 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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□
■ （ 林業改善資金貸付金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ H9 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 18 年 □

22年度 23年度 24年度 25年度

7,990 11,625 5,110 9,153

7,990 11,625 5,110 9,153

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 県産材活用 間伐材利用促進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 林業就業促進資金貸付金 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

新規林業就業者および新規林業就業者の雇用事業者を対象として、就業研修資金、就業準備資金の貸付を行うことによって、林業への円滑な就業を促進する。

［事業内容］

資金の貸付を行う森林整備支援センターに対して、造成資金を無利子で供給する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 13,214 28.2％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 13,214 28.2％

決 算 額 の 推 移 0.0％

活動 貸付実績 0 0.0％ Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 資金借入新規就業者 0 0.0％ Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 13,214 H23　適切な資金規模を検討し、貸付けに活用されないと見込まれる3,450千円を
県一般会計に納付
24年度機構改革により森づくり課から県産材活用課へ予算持ち替え

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 13,214

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　平成９年に当資金制度が創設されて以降、新規就業者が就業するために必要な技術の習得や物品
貸与等への資金として活用され、就業定着が確実に図られている。しかしながら近年は、国の「緑
の雇用」研修制度の充実により、資金借り入れを希望する事業体が減少している。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　林業労働力の減少、高齢化が続く中、将来の森林整備に必要な労働力を十分に確保していくた
め、今後とも当該資金貸付によって新規就業者の円滑な就業を図っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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自
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事
務

法
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託
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務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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見直し額

　県有林維持管理費 元気な産業 ○ M38 110 1 ○ 433,265 105,162 328,103 0 ○ ○ ○ △ 136,056

1 1 0 0 1 1 0 433,265 105,162 328,103 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 △ 136,056

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 県有林事業特別会計

課・室名 県産材活用課 （単位：千円）

事務区分

平成
26年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応



□
■ （ 県有林事業 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ M38 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 110 年 □

 22年度  23年度  24年度 25年度

95,143 60,413 68,639 134,870

60,725 33,413 68,588 104,829

37,829 33,413 24,677 48,354

24 44 29 6

466,233 474,997 481,461 3,759,029

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部（庁） 県産材活用課 県有林管理

事 業
区 分

国　庫 実行予算

新しい方向をひらく農林水産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 　県有林維持管理費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

 県有林における基本財産の造成を図りつつ、模範的森林・林業の管理、経営の実践を図り、地域林業の振興に貢献する。経済林の造成のみでなく公益的機能を高度に発揮できる森林の造成を図る。

［事業内容］

１　利用事業　木材として利用できる間伐材については搬出し、売払うことで収益を得る。
２　保育事業　林木の成長促進、保護および材質の向上を図るための保育施業を実施する。
３　管理事業　植樹祭地の管理、県有林内の作業道等の修理を行う。
４　維持　　　県有林を適正に維持するため、監視人の設置、旧林業公社からの引継ぎ業務、林道管理負担金の支払い等を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 514,048 88.7％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 433,265 106.6％

決 算 額 の 推 移 19.4％

活動 県有林保育面積（ha） 244 984.1％ 平成26年度　旧県有林34：ｈａ、旧公社林210ｈａ Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 県有林蓄積量（m3） 3,826,666 171.4％ Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 433,265 26年度より機構改革による森づくり課から県産材活用課へ予算の持ち替え 平成25年度末　ふくい農林水産支援センターの林業部門を廃止し、県に事業を移管

財源内訳

国　　　　　庫 105,162

その他特定財源 328,103

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　県営化した旧林業公社林についても適期の保育施業を実施し、健全な森林整備を図ることで、県
有林蓄積量が確実に増加している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　経営の効率化によるコスト削減等を図りながら、間伐材の有効活用、環境保全重視の森づくりを
進め、県民共有の財産である森林を適切に管理していく。

見　直　し　額 △ 136,056 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

         県有地県有林   県行分収林  旧林業公社林      計 

 箇所数         ７             ５５          ６９０         ７５２（１箇所重複）  

 面積（ha）     ４５４        １，９４７      １４，８５４     １７，２５５ 

         県有地県有林   県行分収林  旧林業公社林      計 

 箇所数         ７             ５５          ６９０         ７５２（１箇所重複）  

 面積（ha）     ４５４        １，９４７      １４，８５４     １７，２５５ 
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